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はじめに

2023年の年末、高齢者の医療保険の自己負担
についての話題がメディアやSNSで取り上げられ
た。きっかけは、2023年12月頭に一部メディアが

「75歳以上の後期高齢者の医療費の窓口負担を
原則１割から２割に引き上げる案が検討されてい
る」と報じたことだった1。結局、2023年末の経済
財政諮問会議および全世代型社会保障構築会議
の「改革工程」ではこの2割負担の議論は記載され
なかったが、医療費の窓口負担が３割となる高齢
者の「現役並み所得」の基準見直しが記載された。

より長期的な視点でみると、高齢者の医療費自
己負担は、1973年からの「老人医療費無料化」
時代の後は、1983年から40年に渡って徐々に
引き上げられてきた（図１）。近年の改革を見ると、

2008年に70歳から74歳の自己負担が原則2割
になり（ただし特例措置あり）、2022年には75歳以
上において「一定所得以上の者」は１割負担から２
割負担に引き上げられた。

このような趨勢を踏まえると、近い将来、高齢者
の医療費自己負担を原則2割あるいは3割に引き
上げるという政策案が具体的な検討対象となる可
能性は十分にある。上述したように、2023年末の
改革工程でも、「原則２割負担」こそ含まれなかった
ものの、自己負担３割となる高齢者の「現役並み所
得」の基準見直しという内容が盛り込まれた。

それでは、高齢者の自己負担率が引き上げられる
と、高齢者の生活水準はどうなるだろうか？医療費
の自己負担率が１割から２割・３割になることは、患
者が直面する医療価格が２倍・３倍になることであ
る。とくに高齢者は日常的な治療に加えて集中的な
がん治療や終末期医療を経験する確率も高いた
め、自己負担増の生活への影響は大きい可能性が
ある。

本稿では、この問いに対する日本の実証研究の
成果を検証し、その政策的含意を検討する。先行
研究の検証結果は以下の３点にまとめられる。第
一に、多くの先行研究は高齢者の自己負担率の変
化の医療利用と健康への影響を検証しているが、
生活水準への影響を直接は検証していない。第二
に、しかし、これらの研究結果から、自己負担率増
が高医療ニーズや低所得の高齢者の生活水準の
低下に繋がる可能性が推察できる。第三に、医療
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費自己負担を含む家計の状況を検証した研究で
は、後期高齢者や低所得高齢者が医療費負担に
より生活困窮に陥るリスクがあることが示されてい
る。これらの知見を踏まえて、最後の節では生活水
準を含む幅広いアウトカムに着目したエビデンス構
築と政策論議の必要性について議論する。

医療費自己負担と生活水準

公的医療保険の主たる役割として、家計リスクの
軽減と健康リスクの軽減の２つがある。ここで家計
リスクの軽減とは医療ニーズが発生したときに高
額の医療費負担が発生するリスクを軽減すること
であり、健康リスクの軽減とは医療アクセスを容易
にして病気やケガによる健康悪化リスクを軽減する
ことである。

本稿では、この２つのリスクのうち、家計リスクの
軽減に着目する。その理由は、日本における高齢者
の医療費自己負担に関する議論において、健康へ
の影響に注目が集まる傾向があり、家計への影響

についての言及が少ないからである2。高齢期は加
齢による健康リスク増と退職や医療・介護による家
計リスク増が重なる時期であり、高齢者の医療保
険の家計リスクの軽減効果に着目することは重要
である。

図２は、本稿の問題意識を踏まえて、医療費自
己負担率の変化が生活水準に与える影響のあり
方を概念的に図示したものだ。この図の２つの直
線は、医療ニーズ量・医療利用量（横軸）の増加に
伴って生活水準（縦軸）が低下する様子を示してい
る。ここでの生活水準とは、所得から医療費自己負
担を差し引いたものであり、医療費以外に充てられ
る可処分所得の水準である。日本の制度のように
医療費の総額の一定割合を自己負担とする場合、
医療利用増は比例的に医療費自己負担増に繋が
るため、生活水準は右下がりの直線となる。またこ
の図における家計破綻領域とは、生活水準が最低
限の生活を維持できないレベル以下となる領域で
ある 3。

ここで矢印①と矢印②は、それぞれ、自己負担率

出典：第 154 回社会保障審議会医療保険部会 (2022 年 9月29日）『資料 1-2 基礎資料』p.23

図１　医療保険制度の患者一部負担の推移
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が低い場合（例えば１割）と高い場合（例えば３割や５

割）の、医療利用増に伴う生活水準の低下を示して
いる。例えば、加齢や病気による医療利用増は自己
負担増を通じて生活水準を低下させる。しかし、自
己負担率が低い場合は生活水準の低下は緩やか
になり、また家計破綻領域に達する可能性も低くな
る（矢印①）。一方、自己負担率が高い場合は生活
水準の低下はより急激になり、家計破綻領域に達
する可能性も高くなる（矢印②）。

本稿の関心は、医療保険の自己負担増によって
高齢者が直面する現実が矢印①から矢印②へと
シフトした場合に、高齢者の生活水準はどうなるか
ということである。先行研究は、この問いに対してど
のような示唆を有するだろうか。

高齢者の自己負担率の変化の影響

年齢によって自己負担率が異なるという日本の
医療保険のあり方（図１参照）は、自己負担率の変
化の影響に関する実証研究の蓄積を促した。とくに
自己負担率が70歳になると3割から1割（時期や

所得によっては2割）に下がるという制度的な不連続
性は、この不連続性を利用した自然実験的手法に

よる多くの計量経済学的研究に繋がった（Nishi et 
al. 2012, Shigeoka 2014, Fukushima et al. 2016, 

Ando and Takaku 2016,  Mahlich and Sruamsiri 

2019, Cooray et al. 2020, Nishi et al. 2021, Kato 

et al.2022, Komura and Bessho 2022, Yuda 

and Lee 2022,　湯田 2023, 野口 2024）。なかでも
Shigeoka（2014）の影響力は大きく、一連の後続
研究を生み出すきっかけとなっただけでなく、「高
齢者の自己負担を3割から1割に引き下げた結
果、医療利用は増えたが健康状態に大きな変化は
なかった」という主要結果は多くの著書やメディア
で紹介された。

しかし、これらの研究において、「医療費自己負担
増は高齢者の生活水準にどう影響を与えるか？」と
いう問いを直接検証したものはない。上述した研究
の主な検証対象は医療利用と健康であり、生活水
準や消費水準がどう影響を受けたかは検証してい
ないのだ。　

ただし、これらの研究では自己負担率の変化に
よる高齢者の医療利用の変化が検証されているた
め、高齢者の生活水準の変化についても間接的に
分かることがある。それは、湯田（2023）が指摘する
ように、高齢者の自己負担率の不連続的な変化を

出典：著者作成

図２　　医療利用・自己負担・生活水準の関係
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利用した研究群では、医療需要の価格弾力性は総
じて高くないということだ。つまり、自己負担率の変
化に応じて医療利用は変化するものの、その影響
は限定的なようだ。

このような先行研究の知見を踏まえると、高齢者
の医療費の自己負担率を引き上げると、医療利用
や健康水準には大きな影響はない一方、自己負担
額は増加して生活水準は下がると予想される（図2

の矢印①から矢印②へのシフト）。これは医療保険の
健康リスク軽減機能が維持されても、家計リスク軽
減機能が弱まることを意味している。

家計リスクが高い高齢者における自己負担率引
き上げの影響はどうだろうか。図 2の家計破綻領
域に達するリスクが高い高齢者は、大まかに２つの
グループに分けられる。第一に、医療利用量が多く
て自己負担増による生活水準の低下が大きい高齢
者（以下、高医療ニーズ高齢者）であり、第二に、所得
が低くて自己負担増による生活水準の家計破綻領
域への到達が早い高齢者（以下、低所得高齢者）で
ある。

第 一 の 高 医 療 ニーズ 高 齢 者については、
Shigeoka（2014）において重要な分析結果が提
示されている。Shigeoka（2014）は、「自己負担率
の減少は高齢者の健康改善をもたらさない」という
よく知られた分析結果以外にも「（公的保険分以外

を含む）医療費自己負担額が高い高齢者ほど、自己
負担率の減少による医療費自己負担額の減少が
大きい」という分析結果も示している。とくに、医療
費自己負担額の上位5-10%層における自己負担
減少幅が大きい。これは高医療ニーズの高齢者層
において、自己負担率の減少が家計リスクの軽減
に大きな役割を果たしていることを示唆している。
逆にいうと、高齢者の自己負担率を引き上げた場
合、高医療ニーズ高齢者層の家計リスクがとくに高
くなる可能性がある。

第二の低所得高齢者に関しては、Kato et 
al.（2022）が所得階層別に高齢者の自己負担率と
医療利用の関係を検証している。そこでは、低所得
高齢者は中・高所得高齢者と比べて医療費がもと
もと平均的に高い上に、70歳になって自己負担率

が3割から1割に引き下げられても外来医療費に
変化がなかったとの分析結果が示されている。この
結果は、低所得高齢者は、自己負担率が引き上げ
られても健康維持のための医療支出を優先させ、
生活水準を悪化させる可能性が高いことを示唆し
ている。

以上のように、医療費自己負担増が高齢者の生
活水準に与える影響については、日本では限定的・
間接的なエビデンスしか存在しない。一方、これま
での研究を踏まえると、自己負担率の引き上げは、
とくに高医療ニーズ高齢者や低所得高齢者におい
て、健康よりも家計への影響という形で明瞭に現れ
る可能性がある。

高齢者の自己負担と家計リスク

次に、高齢者層における医療費自己負担がどの
程度家計リスクに繋がるかを検証した研究を取り
上げる。ここで取り上げるのは田中他（2013）、橋
本・徳永（2021）、Okamoto et al.（2024）の３つ
の研究である。これらの論文では「医療費による貧
困化」や「家計破綻的な医療費負担（catastrophic 

payment）」という指標を用いた検証がなされてい
る。前者は医療費負担によって生活水準が貧困線
以下の状況に陥ることを指し、後者は世帯の消費
支出に占める医療関連支出が一定の（家計破綻とみ

なし得る）閾値を超えた状況と定義される。
田中他（2013）は2009年の『全国消費実態調

査』（以下、『全消』）を用いて、自己負担が高齢層の
貧困化リスクを高めることを報告している。まず、高
齢層の貧困率は2009年まで低下傾向にあった
が、医療と介護の自己負担によって貧困率が約1％
ポイント程度上昇することが明らかにされている。
また自己負担による貧困化リスクは、他の世帯に比
べて高齢者層や後期高齢者層で大きいことも明ら
かにされている。医療ニーズが大きくなる高齢者層
において、自己負担による貧困化リスクも高くなるの
である。　　

支払能力の低い層や高齢者層における医療費
による貧困化リスクを明らかにしたのが、2014年
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の『全消』を分析した橋本・徳永（2021）である。こ
の論文では、世帯の消費支出から「基本的ニーズ
を満たす支出額」を指し引いた「支払能力」に占め
る医療費自己負担額の割合が、支払能力の5分位
別に比較されている。また、医療費自己負担額とし
ては、公的保険分のみの「狭義」と公的保険外も含
む「広義」の両方が検討されている。論文内では、
支払能力がすでに破綻している世帯を「貧困世帯」

（推計された支払能力が負の場合）、自己負担が支払
能力を上回る世帯を「貧困化世帯」、自己負担が支
払能力の20%を超える世帯を「貧困化リスク世帯」
と分類している。分析の結果、支払能力の低い層や
高齢者層において、狭義・広義の自己負担による家
計破綻リスクがあることが確認されている。また、貧
困化リスク世帯は全世帯では７．８％であるが、こ
れを第1分位でみると、全世帯１５．７％、65歳未
満１０．５４％、65歳以上２０．３７％であった（広

義の自己負担の結果、以下同様）。支払能力の低い高
齢者層ほど、貧困化リスクが高くなっている。さら
に、貧困化リスク世帯は中高所得層でもゼロでは
ない。高齢世帯において、第1分位以外の貧困化リ
スク世帯は、11.98％（2分位）、9.64％（3分位）、
6.57％（4分位）、5.55％（5分位）である。

医療ニーズ未充足の報告 4と家計破綻的医療
費との関係を分析しているのが、日本家計パネル
調査を分析したOkamoto et al.（2024）である。
この論文では、高齢者の家計破綻的医療費の割
合は2007年をピークに減少傾向にあるものの、他
の世帯に比べて、高齢者のいる世帯は家計破綻的
医療支出を経験する可能性が高いことが明らかに
されている。さらに、高額医療負担を経験した翌年
に、高齢者のいる世帯では食費や社会活動への消
費が削減される傾向にあった点が明らかにされて
いる。　

以上の研究は、医療ニーズが高い高齢者層にお
いては、医療費自己負担による家計リスクが高くな
ることを明らかにしている。特に田中他（2013）と橋
本・徳永（2021）では一定の仮定で高額療養費によ
る自己負担減免も考慮に入れられており、高額療
養費制度が存在していても一部の高齢者層に深

刻な家計リスクが生じうることが示唆される。

政策的含意の検討

本稿では、医療費自己負担増が高齢者の生活
水準に与える影響について、日本の研究を中心に
検討した。その結果、自己負担率の増加が高医療
ニーズ・低所得の高齢者の生活水準の低下を招く
可能性があることや、これらの高齢者層は現状にお
いても医療費負担による生活困窮リスクがあること
が示唆された。　

最後に、高齢者の医療費自己負担率の段階的引
き上げという現在の政策的趨勢に関するいくつか
の政策的提案について検討しよう。

まず、これまでの研究結果を踏まえた最も一般
的な提言は、高齢者の自己負担率引き上げを原則
的に受け入れつつ、低所得高齢者の自己負担を選
別的に減免するというものである。これは現行制度
と同様の対処法であり、現在の高齢者の2割・3割
負担の分岐基準となっている「現役並み所得者」や

「一定の所得以上の者」の閾値をどう変更するか
という議論に近い。低所得者ほど家計リスクが高い
ことを踏まえると、このような低所得者をターゲット
にした自己負担軽減には一定の効果はあると考え
られる。

しかし、この方向性にはいくつかの課題が残る。
例えば、所得の閾値を超えると不連続的に自己負
担率が増加するという不公平性や複雑さにどう対
処するかという問題や、低所得者のカテゴリに入ら
ない高医療ニーズ高齢者の家計リスクの悪化に対
応できないという問題がある。このような問題に関
しては、近年、自己負担の非効率性や煩雑さを指摘
して一律無料化を提言する議論もある（Einav and 

Finkelstein 2023, 2024）。また自己負担の健康コス
トについて通説と異なるエビデンスを提示して自己
負担制度そのものが“highly wasteful”であるとす
る実証研究もある（Chandra et al. forthcoming）。
複雑な自己負担制度や自己負担減免制度のデメ
リットにも目を向ける必要がある。

また自己負担のあり方については、自己負担率だ
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けでなく高額療養費のような自己負担上限も含め
た議論が重要である。例えば安藤（2019）は、医療
保険を含む日本の社会保障・教育の自己負担の複
雑さや見通し難さを改善するために、所得や年齢
に依存しない形で制度横断的に自己負担上限を
設定する総合合算制度を提案している。

高齢社会が定着する中で、所得水準にかかわら
ず、高齢者の健康リスクと家計リスクの両方を軽減
する社会保障・医療保障の再構築が求められる。
そのためには、医療利用と健康という限定的なアウ
トカムだけではなく、生活水準を含む幅広いアウト
カムにも着目したエビデンスの構築と政策論議が
必要である。■

《注》
1	 12月2日の日本経済新聞の記事「後期高齢者の

医療費、窓口負担 2割に引き上げ案　政府」など。
2	 このような傾向は日本だけでない。Baicker	and	

Finkelstein	（2011）は、米オレゴン州での有名
な医療保険実験に関する論文において、家計リス
ク軽減と健康リスク軽減という医療保険の２つの役
割のうち、家計リスク軽減の役割がアカデミアや公
共政策での議論では見過ごされがちであると指摘し
ている。またSommers	et	al.（2017）も医療保
険の役割としての家計リスク軽減の重要さに言及し
ている。

3	 実際の日本の医療保険制度では、月単位の自己負
担額が一定水準以上になった場合には、高額療養
費制度によってそれ以上の自己負担はほぼゼロとな
る。この制度は、高い医療ニーズや医療利用が発
生した場合でも生活水準が家計破綻領域に達して
しまうことを防止する制度と言える。

4	 これは、一定期間（12ヶ月）に病気の兆候があるが、
医療を受けなかったという個人の自己報告の有無で
定義されている。
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